
寄居町下水道事業経営戦略の改定について 

（公共下水道・農業集落排水） 

はじめに．経営戦略の趣旨・位置付け・計画期間 

公共下水道事業・農業集落排水事業の２つの経営戦略について、変化していく社会経済情勢を踏まえ

た計画の見直し時期を迎えることから、現行経営戦略の目標と実績との差やその原因等の分析・将来予

測等の見直しを通じて、経営戦略の改定・統合を行うものです。 

改定にあたっては、寄居町の総合振興計画等に即するとともに、下水道事業に関連する各種計画との

整合を図りつつ、総務省通知で示された「経営戦略策定ガイドライン」に準拠したものとします。 

 

計画期間  令和８年度～令和１７年度（１０年間） 

 

主な改定事項 

① 用土中央地区農業集落排水の下水道接続を「施策②・④」に移行・反映 

  ※現行経営戦略における「今後検討予定の取組 投資関係 ①広域化～に関する事項」 

② 施設更新費用の予測を、耐用年数ベースから平準化したものに更新 

  ※現行経営戦略における「今後検討予定の取組 投資関係 ②投資の平準化に関する事項」 

③ 一般会計からの繰入金のうち基準外繰入の見直し 

  ※現行経営戦略における「今後検討予定の取組 財源関係 ③その他の取組」 

④ ①～③を含む将来の事業環境の予測に基づき、使用料改定の検討を「施策①」に移行・反映 

  ※現行経営戦略における「今後検討予定の取組 財源関係 ①使用料の見直しに関する事項」 

⑤ 目標とする指標を、具体的な取組に合わせて更新 

 

１．事業概要 

項目 詳細 

事業 公共下水道 農業集落排水 

供用開始年度 平成４年度 平成１１年度 

地方公営企業法 適用・非適用区分 一部（財務）適用 一部（財務）適用 

処理区域内人口密度 17.1 人／ha 28.3 人／ha 

流域下水道等への接続の有無 あり なし 

管渠延長 ８２km ３８km 

処理区数 2 3 

処理場数 なし 3 

広域化・共同化・最適化実施状況 

広域化・共同化の一環で荒

川上流流域下水道に接続し

ている 

令和１５年度から用土中央

地区を荒川上流流域下水道

に接続予定 

 

２．将来の事業環境 

公共下水道では、処理区域内人口が令和７年度の整備事業完了以降は減少する見込みです。 

水洗化人口は、新規接続と用土農業集落排水の下水道接続によりその後も増加が見込まれますが、令

和１５年前後を境に減少に転じ、１０年後の令和１７年度末に７，１４２人、令和５７年度末に４，６

４５人にまで減少する見込みです。 

有収水量は、水洗化人口と同様に、長期的には減少し、１０年後の令和１７年度末に１，１４９，４

５８ｍ３、令和５７年度末に８６７，２９７ｍ３にまで減少する見込みです。 

 

 
 

農業集落排水では、処理区域内人口・水洗化人口ともに減少が見込まれ、水洗化人口は、１０年後の

令和１７年度末に１，０７２人、令和５７年度末に６９３人にまで減少する見込みです。 

有収水量は、人口や世帯数の減少によりさらに減少し、１０年後の令和１７年度末に１０５，０５６

ｍ３、令和５７年度末に６７，９１４ｍ３にまで減少する見込みです。 
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処理区域内人口・水洗化人口・有収水量【農集】
処理区域内人口(人) 水洗化人口(人) 有収水量(m3)



≪ 改定事項 ①・② ≫ 

公共下水道の主な事業は管渠の更新（健全度が低く経過年数が長い管渠から順に更新）、マンホール

ポンプ場のポンプ・水位計の更新、用土中央地区農業集落排水の下水道接続（広域化・共同化）であり、

継続的な事業運営のための施設改良を進めていきます。 

平準化後の投資額は、今後１０年間の計画期間内で約１２．２億円が必要になると見込んでいます。 

 

 

 

農業集落排水の主な事業はマンホールポンプ場のポンプ・水位計の更新、今市地区農業集落排水施設

の大規模改修工事であり、継続的な事業運営のための施設改良を進めていきます。 

管渠の更新は、計画期間外の令和２３年度（耐用年数を迎える令和２８年度からの５年間前倒し）か

ら開始を見込んでいます。 

平準化後の投資額は、今後１０年間の計画期間内で約１．５億円が必要になると見込んでいます。 

 

 

 

 

 

３．経営の基本方針 

下水道に求められる役割と課題 

下水道は、生活環境や公衆衛生の改善・公共用水域の水質保全など、町民の暮らしを支えるライフラ

インとして重要な役割を担っています。 

将来にわたって下水道事業を継続していくにあたり、前章までの整理・分析の結果から、次の３点が

課題として挙げられます。 

① 人口減少や節水機器の普及による使用料収入への影響 

② 施設の機能を維持するための適切な更新 

③ 施設の更新費用・維持管理費用の低減 

 

経営理念・基本方針 

「第６次寄居町総合振興計画後期基本計画」に定められた基本方針と、現行の「寄居町公共下水道事

業経営戦略」「寄居町農業集落排水事業経営戦略」に準じ、かつ、上に挙げた課題を踏まえ、改めて下

水道事業の経営理念及び基本方針を次のとおり定めます。 

経営理念 

 地域環境を守る安心で持続可能な下水道事業 

基本方針 

 ・持続可能な事業運営を行うための経営基盤強化 

 ・社会基盤の維持管理・充実のための社会インフラの適切なマネジメント 

 ・地域の生活環境の保全 

 

具体的な取組 

施策① 適正な使用料水準の検討 

本経営戦略において、現行の使用料体系における収支ギャップから使用料改定試算を行いましたが、

改定率や改定時期等、将来における事業環境を確認しながら使用料の改定について引き続き検討を行

っていきます。 

施策② 施設更新における国庫補助金・企業債などの財源確保 

大規模施設更新においては、国庫補助金を有効活用するとともに、企業債について将来世代に過度な

負担とならないよう、計画的な借入を行います 

施策③ ストックマネジメント計画・最適整備構想に基づく計画的な施設の更新 

ストックマネジメント計画・最適整備構想に基づき、施設の状況を客観的に把握・評価し、中長期的

な施設の状態を予測しながら計画的かつ効率的な更新を行います。 

また、施設の更新を行う際に、省エネ機能を有する機器への更新や処理能力にあった性能の機器への

ダウンサイジングを行うなど、ライフサイクルコストの低減を図ります。 

施策④ 関連計画に基づく農業集落排水の下水道接続 

効率的な施設の運営のため、用土中央地区農業集落排水について、埼玉県生活排水処理施設整備構

想・寄居町農業集落排水施設再編計画に基づき、公共下水道への接続に向けた管渠等の整備を進めます。 
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４．投資財政計画（シミュレーション）   ≪ 改定事項 ③・④ ≫ 

使用料改定を見込まない場合の投資・財政計画では、経常収支比率や現預金残高を一定以上維持する

ためには、一般会計からの繰入金への依存度が上昇するなど、経営の自立性の観点から課題が残ります。 

そこで、下水道事業全体での現金預金残高がマイナスとなる令和１１年度に使用料を改定した財政

シミュレーションを実施します。 

①令和１１年度に使用料単価（大口使用者を除く）が１５１円／ｍ３となるよう改定 

 公共下水道事業：２０％、農業集落排水事業：８％ 

②令和１１年度に使用料単価（大口使用者を除く）が１６４円／ｍ３となるよう改定 

 公共下水道事業：３０％、農業集落排水事業：１７％ 

■改定前後の使用料収入・純損益のシミュレーション結果 

 

 

 

■改定前後の現金預金残高のシミュレーション結果 

 

 

 

 

パターン①では、事業別・合算の純利益、農業集落排水事業・合算の現金預金残高は確保できますが、

公共下水道事業の現金預金残高が確保できません。 

パターン②では、事業別・合算ともに、純利益・現金預金残高が確保できます。 
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改定前後の使用料収入・純損益のシミュレーション結果（千円）
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改定前後の使用料収入・純損益のシミュレーション結果（千円）

【農集】
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現金預金残高（千円）【公共】
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現金預金残高（千円）【農集】
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現金預金残高（千円）【合算】

現金預金残高 現金預金残高（①改定後） 現金預金残高（②改定後）



５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

実施体制 

変化していく社会経済情勢を踏まえながら本経営戦略に掲げた取組等を実施するため、決算状況調

査（決算統計）や経営比較分析表などにより、毎年度進捗管理（モニタリング）を行います。 

また、収支構造の更なる適正化に向けて、少なくとも５年に１回の頻度で定期的に検証・見直し（ロ

ーリング）を行い、本経営戦略の目標・投資財政計画と実績との差やその原因等の分析・将来予測等の

見直しを通じて、経営戦略を改定します。 

改定にあたっては、広く外部からの意見等を聴取する機会を設け、受益者である住民代表や知識経験

者を含めた審議会においても協議していくこととします。 

 

 

経費回収率の向上・使用料改定に向けたロードマップ 

「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項」（国土交通省事務連

絡 令和２年７月２２日）に基づき、経費回収率の向上・使用料改定に向けたロードマップを次に示し

ます。 

「下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項」（国土交通省事務連

絡 令和２年７月２２日）では、次の場合に「社会資本整備総合交付金の重点配分の対象としないこ

と」が示されています。 

・ロードマップに定めた業績目標を達成できない場合 

・令和７年度以降、供用開始後３０年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が１５０円／ｍ

３未満であり、かつ経費回収率が８０％未満であり、かつ１５年以上使用料改定を行っていない場合 

変化していく社会経済情勢を踏まえ、経費回収率の向上に向けて、経営状況や使用料改定の必要性

を検証し、必要に応じて使用料の改定を検討します。 
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目標の設定 ≪ 改定事項 ⑤ ≫ 

本経営戦略及び経費回収率の向上・使用料改定に向けたロードマップにおける目標指標・目標値・目

標年度を設定します。また、これらの指標により、第３章で定めた基本方針の達成状況を分析・評価し

ます。 

指標① 経常収支比率 

指標① 経常収支比率（％） 
現状値 

（令和６年） 

中間値 

（令和１２年） 

目標値 

（令和１7 年） 

公共 102.21% 100.00% 100.00% 

農集 99.92% 100.00% 100.00% 

 

指標② 使用料単価（大口使用者を除いたもの） 

指標② 使用料単価 

    （円／ｍ３） 

現状値 

（令和６年） 

中間値 

（令和１２年） 

目標値 

（令和１7 年） 

公共・現状維持 125.23 円／ｍ３ 126 円／ｍ３ 126 円／ｍ３ 

公共・使用料改定パターン① （同上） 151 円／ｍ３ 151 円／ｍ３ 

公共・使用料改定パターン② （同上） 164 円／ｍ３ 164 円／ｍ３ 

農集・現状維持 144.98 円／ｍ３ 140 円／ｍ３ 140 円／ｍ３ 

農集・使用料改定パターン① （同上） 151 円／ｍ３ 151 円／ｍ３ 

農集・使用料改定パターン② （同上） 164 円／ｍ３ 164 円／ｍ３ 

 

指標③ 企業債残高 

指標③ 企業債残高（億円） 
現状値 

（令和６年） 

中間値 

（令和１２年） 

目標値 

（令和１7 年） 

公共 21.34 億円 21 億円 21 億円 

農集 4.21 億円 3 億円 2 億円 

 

指標④ 有形固定資産減価償却率 

指標④ 有形固定資産 

    減価償却率（％） 

現状値 

（令和６年） 

中間値 

（令和１２年） 

目標値 

（令和１7 年） 

公共 17.98% 39％ 56％ 

農集 14.16% 31％ 45％ 

 

 

Ｐｌａｎ 
計画の策定／改定 

・Actionを受けて計画改定 

Ａｃｔｉｏｎ 
見直し・改善 

・施策の見直し 

Ｄｏ 
計画の実行 

・各種施策の推進 

Ｃｈｅｃｋ 
評価・検証 

・目標値の達成状況評価 


